
アジア太平洋観光交流センター（APTEC）ニュースレター

Vol.29
2007秋の号

◎荒井正吾・奈良県知事あいさつ … p2
◎第1回観光経済国際シンポジウムを開催 … p4

◎伊勢観光交流促進ワークショップ ～観光とまちづくり～ … p6
◎世界観光機関（UNWTO）「大都市観光釜山会議」に出席 … p8

◎世界観光機関（UNWTO）フランジアリ事務局長と同アジア太平洋地域代表部
スジン代表の来日及び講演について … p9

◎JATA国際観光会議2007 世界観光機関（UNWTO）フランジアリ事務局長 講演概要 … p10
◎インベスト・ジャパン／ビジット・ジャパン 共同シンポジウム

世界観光機関（UNWTO）アジア太平洋地域代表部
スジン代表 講演概要 … p12
◎UNWTOニュース … p14
◎賛助会員名簿 … p15

写真提供／（C）日本アセアンセンター



2 TOURISM 21

TOURISM21 
AUTUMN 2007

奈良県知事

荒　井　正　吾

平城遷都1300年記念事業を契機に
奈良観光の飛躍的発展を
平城遷都1300年記念事業を契機に
奈良観光の飛躍的発展を

奈良県は、紀伊半島地域に位
置しており、そのため良い自然
環境、ゆったりとした風土が残
り、東大寺の大仏や正倉院宝物
に代表される天平文化が花開く
など、歴史、文化遺産の宝庫で
あります。
日本の国づくりを進めた６世

紀末から８世紀末まで、日本の
首都が置かれた地域であります。
藤原京から奈良・平城京に移さ
れて、西暦2010年で1300年を迎
えます。
現在まで続く日本の国家の基

本的な枠組みが形づくられた場
所でもあります。
この国家の枠組みは、天皇制、

律令制（法治国家）、貨幣制度の
成立、漢字の採用、仏教の受容
などが含まれます。
この時代は、日本の歴史の中

でも国際交流が最も盛んな時代
であり、東アジアとの交流、遠
くシルクロードとの交流の証し
となる文物が数多く奈良に遺さ
れており、その多くは国宝にな
っています。奈良には国宝が210

件もあります。
まさに、奈良は６～８世紀時

代の国際交流の東の終着駅であ
り、日本の国の始まりの場所で
あります。
当時の東アジアは中国では、

581年に隋（ずい）が統一国家と
して成立し、韓半島では、高句
麗、新羅、百済の国々が存在し
ていました。618年に唐が成立し
ています。
その間、日本では、588年に法

隆寺が創建、607年に遣隋使を派
遣し、710年に平城京が遷都され
ました。

「日本誕生」の過程は、国際
交流によるところが大きく当時
の日本の国づくりに大きな影響
を与えました。現在も私たちの
生活の中にもいきづいています。
その例として、紀元前６世紀

にインドで成立した仏教は、
1,000年後、日本に到達し、その
後、現在まで1,500年間も日本人
の心の中にイキイキと生き続け
ています。
奈良に長く残っている仏教思

想に唯識（ゆいしき）という思
想があります。これは、５世紀
にインドのナーランダで成立し、
645年に中国の僧、玄奘が中国に
持ち帰り、653年さらに中国から
奈良・興福寺の僧が日本に持ち
帰り、現在も学ばれ、日本人の
心の糧になっています。この伝
播のスピードが早く、現在まで
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末永く継承されているのに驚か
されます。
世界遺産の興福寺に現存する

仏像、世親・無著（せしん・む
じゃく）は、この唯識を成立さ
せたインドの兄弟の僧を日本人
が尊敬の念をこめて刻んだもの
です。
さらに、法隆寺地域の仏教建

造物は、韓国の百済にあった仏
教寺院の配置を模したものと言
われています。現在は、東アジ
アでは見られなくなった縁の深
い遺産文化が、伝播の到着地で
ある奈良には数多く現存してい
ます。東アジアでは見ることが
できないものが、奈良で現に見
ることができます。
また、仏像も奈良には数多く

遺されていますが、初期の仏教
には仏像がなかったのか、紀元
前後にガンダーラ（現在のパキ
スタン）でギリシャ文明がアレ
キサンダー大王によって持ち込
まれ、影響を与えた結果、仏像
が製作されるようになり、遠く
シルクロードを伝播し奈良に至
りました。なかでも、東大寺の
大仏は、ガンダーラの石仏の考
えが伝来したといわれ、弥勒菩
薩は、古代イランやインドで信
仰されていた神シスラが仏教に
入り、菩薩として信仰され、敦

煌、扶余を経て日本に到達して
います。
一方、この奈良の地から中国

「隋」に使節として「遣隋使」が
５回以上も派遣されました。唐
の都「長安」へは、さらに多く
の使節「遣唐使」が派遣されま
した。
また、鑑真和上は、唐の揚州

に生まれ、50才を過ぎて５回の
失敗を乗り越えて来日し、日本
の仏教を成立させました。日本
で仏教を伝えるため、唐招提寺
を建立するなど、82才に奈良で
亡くなるまで、大きな功績を残
されました。
このような国際交流を現代に

生かすため、2010年に開催する
平城遷都1300年記念事業では、
韓半島と中国、中央アジア、イ
ンドなど、文化伝来を重視した
連携を形にするような検討を進
めています。
特に、平城宮跡を日本の歴史

文化体験の中心地と位置づけ、
恒久的な復原施設（第一次大極
殿、朱雀門、東院庭園等）の整
備を進めています。その場所で
昔の都の様子を実感できるよう

な空間を再現し、祭り（記念イ
ベント）を展開する計画です。
これは、平城宮跡を国営公園化
する構想が軸になっています。
また、県内各地に点在する歴

史に裏付けされた「知の遺産」
である地域観光資源にストーリ
ー性を持たせ、多くの訪問者に
感動を与え、楽しめるような環
境づくりが必要です。つまり、
文化観光の展示力（案内、動線、
説明）を高め、観光地としての
グレードを上げる取り組みです。
さらに、地域の文化、交流パ

ワーを醸成し、奈良らしい国際
的なコンベンション、シンポジ
ウムの開催が出来る地域として
「もてなし環境の向上」、「受け入
れ能力の向上」を図っていきま
す。
奈良県全体を関西の国際的な

歴史観光拠点として発展させ、
2010年以降の奈良・関西の継続
的な観光周遊システムの構築を
目標としています。

2010年の記念事業を起爆剤と
した「奈良観光」の飛躍的な発
展のため、今後とも全力で取り
組んでまいります。

平城宮跡の航空写真

平城遷都1300年記念事業　復原された大極殿
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世界観光機関（UNWTO）と国
土交通省は、10月15日に和歌山市
のホテルグランヴィア和歌山にお
いて「第一回観光経済国際シンポ
ジウム」を開催した。このシンポ
ジウムは、「観光統計・経済分析
を政策立案・マーケティングに如
何に活用するか」をテーマに、当
財団が企画運営し、和歌山大学か
ら協力、文部科学省、和歌山県、
日本商工会議所、（社）日本経済
団体連合会、（社）経済同友会、
（社）日本ツーリズム産業団体連
合会、和歌山ターミナルビル（株）
から後援をいただき開催した。当
日は、自治体、観光関係者、学識
経験者など約300名が参加し、盛
会裡に終了した。

1. 開催趣旨及び経緯
我が国は、観光を21世紀の国づ

くりの柱と位置づける「観光立国
推進基本法」を昨年12月に制定し、
本年６月には「観光立国推進基本
計画」を策定するなど、「観光立
国」の実現を目指した様々な施策
を官民挙げて推進している。
「観光立国」の実現のためには、
観光政策の立案や産業界による観
光マーケティングが効果的に行わ
れる必要があり、統一的かつ正確

な観光統計の策定及び当該統計に
基づく綿密な経済分析が重要とな
る。しかしながら、その基礎とな
る観光統計に関しては、体系的な
整備には至っていないのが現状で
ある。また、観光に関する統計の
整備については、「観光立国推進
基本計画」においても、政府が総
合的かつ計画的に講ずべき施策の
一つとして規定されている。
このように、観光が21世紀のリ

ーディング産業として大いに注目
を集め、また、観光統計の整備の
必要性が唱えられていることを踏
まえ、UNWTOと国土交通省は、

観光統計や経済分析等についての
内外の知見を集め、我が国の観光
統計の整備・活用を一層円滑にす
ることを目的とする、初めてのシ
ンポジウムを共催するにいたっ
た。

2. プログラム
シンポジウムでは、冒頭、主催

者を代表して国土交通省大臣官房
審議官の西阪昇氏が「観光産業の
競争力強化のためには観光統計の
整備・分析が不可欠であり、『観
光立国推進基本計画』にも観光統
計の整備の目標が示されている。
本シンポジウムが観光統計及び観
光経済に係る現状と課題について
の理解を深める契機としたい。」
とあいさつした。
続いてUNWTOアジア太平洋セ

ンター代表の本田勇一郎氏から
「UNWTOは観光統計に関する世
界共通のガイドラインTSAを作成
しており、本シンポジウムで理解
を深めて欲しい。今後、観光統計
について我が国の大学、研究機関

■第1回観光経済国際シンポジウムを開催

会場風景

UNWTOアジア太平洋センター代表
本田勇一郎氏

国土交通省大臣官房審議官
西阪　昇氏
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との提携をはかって行きたい」と
述べた。司会からは、本シンポジ
ウムの開催にあたり、世界観光機
関フランジアリ事務局長から「本
シンポジウムが日本の観光振興に
重要である」というメッセージが
届けられていること、また多数の
祝電が寄せられていることが紹介
された。

開会挨拶の後、UNWTOコンサ
ルタントのスタンリー・フリート
ウッド氏が「観光統計と観光政
策」、米国セントラルフロリダ大
学ローゼンカレッジ副学部長ステ
ファン・ルブルート氏が「観光経
済分析のマーケティングでの活
用」、獨協大学経済学部教授　森
永卓郎氏が「我が国の観光業の現
状と展望～その経済効果」をテー
マにそれぞれ基調講演を行なっ
た。
フリートウッド氏は、国民経済

における観光の貢献度を数値化す
るUNWTOのガイドラインTSA

（観光サテライト勘定）について
説明し、TSA導入で国の観光予算
が大幅に増えたオーストラリアの
経験を紹介しつつ、「TSAは観光
業の推進や観光計画、観光プロモ
ーションなどに関する強力なツー
ルとして活用できる」と指摘した。
続いてルブルート氏は、観光誘

致を図っているフロリダ州オレン
ジ郡の実例を示しながら、民間セ
クター中心にいかに正確な観光統
計、データが重要であるかをわか
り易く説明した。その中で「観光
客の欲求を推定ではなく、科学的
根拠で示す」重要性を強調した。
また森永氏は、日本の観光の世

界での位置、今後の観光消費額の
予測と日本経済への貢献度をわか
りやすく説明した後、大分県豊後
高田市の事例を紹介しつつ、国内
外を問わず、観光客に対しては
「日本のこれまでの長い歴史のな
かで培われ、すでに日本人がもっ
ているものをアピールすることが
大事である」と強調した。

続いて、和歌山大学経済学部教
授　廣岡裕一氏をコーディネータ
ーに、上記３講演者と西阪審議官
によるパネルディスカッションが
行なわれ、「観光統計・経済分析
を政策立案・マーケティングに如
何に活用するか」をテーマに意見
が交わされた。冒頭、西阪審議官
から「我が国の観光統計の現状と
今後の方向性」についてプレゼン
テーションがなされた後、各出席
者より「何を目的に観光客が訪れ
ているのか、その情報なしに地域
は生き残れない」、「統一したデー
タで他地域と比較することが大
切」などの意見が表明された。
議論の内容をまとめた廣岡教授

からは、来年以降も観光経済国際
シンポジウムが継続して開催され
ることを希望する旨が述べられ
た。
最後に和歌山大学副学長　小畑

力人氏が閉会挨拶を行い、シンポ
ジウムは無事終了した。

なお、本シンポジウム参加者に
は内容に関するアンケートをお願
いしていたが、結果を集計したと
ころ、幸いなことに多くの方から
今回のシンポジウム開催を非常に
有意義との回答をいただいた。こ
の観光経済国際シンポジウムを来
年度以降も継続実施していきたい
と当センターも意を強くしている
ところである。

セントラルフロリダ大学 ローゼンカレッジ副学部長
ステファン・ルブルート氏

獨協大学経済学部教授　森永卓郎氏

パネルディスカッション和歌山大学経済学部教授　廣岡裕一氏

UNWTOコンサルタント
スタンリー・フリートウッド氏
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財団法人アジア太平洋観光交流
センターでは、10月22日に三重県
伊勢市「賓日館」において「伊勢
観光交流促進ワークショップ」を
伊勢市と共催で実施した。
伊勢神宮は古くから信仰の中心

として、全国各地から参拝者が訪
れ、日本人の精神文化に大きな影
響を及ぼしてきた。特に20年に一
度行われる式年遷宮は神事である
と共に稀有なる木造建築である建
物及び建築技術を次世代につな
げ、その永遠性を実現してきた。
この式年遷宮は、信仰上だけで

なく、市民文化、まちづくりとい
う面においても今日まで永遠性、
継続性を持続することに貢献して
きた。
本ワークショップは「観光とま

ちづくり」をメインテーマに伊勢
式年遷宮に焦点を当て、参加者自
らが討論に積極的に参加し、共に
考える形式で開催された。
はじめに東京大学大学院西村幸

夫教授よりメインテーマに沿って
基調講演を頂いた。続いて、伊勢
河崎地区の町並み保全に取り組む
NPO法人「伊勢河崎まちづくり衆」
の高橋徹理事長をコーディネータ

ーに地元の観光関係者らによるパ
ネルディスカッションが行われ、
それぞれの専門の観点から発言が
なされた。
当日は1887年（明治20年）建造

の関西の歴史的建造物として知ら
れる賓日館に、地元観光関係者、
一般市民、県内外自治体関係者を
中心に約80名が集まり、盛況のう
ちに幕を閉じることができた。

＜実施内容＞
★基調講演
世界遺跡記念物会議（ICOMOS）

の前副会長であり、世界遺産の登
録に深く関わってこられた、東京
大学大学院の西村幸夫教授から
「観光まちづくりの考え方」をテ
ーマに基調講演を頂いた。
講演では、「観光とまちづくり

がこれまでになく接近しており、
観光がまちづくりへ近づいている
側面と、まちづくりが観光へと近
づいている側面の両方がある。」
と述べるとともに、観光客が伸び
ている地域の具体例を取り上げ、
そこに共通する「官民一体となっ
た景観保全の取組みが重要」との
指摘がなされた。

★パネルディスカッション
西村教授の基調講演を受けたパ

ネルディスカッションでは、NPO
法人「伊勢河崎まちづくり衆」
高橋徹理事長をコーディネーター
に迎え、３名のパネリストからは、
それぞれ専門の視点から発言がな
された。
地域振興プロデューサー橋川史

宏氏は「集客交流」という観点か
ら遷宮の仕組みについてコメント
し、社団法人伊勢市観光協会青年
部　副部長　山中一孝氏からは
「ものづくりと式年遷宮」という
テーマについて、株式会社御木本
真珠島　取締役　真珠博物館館長
の松月清郎氏からは「外国から見
たグローバルな視点でのまちづく
り」について、それぞれ発言がな
された。

★分科会
基調講演およびパネルディスカ

ッションの議論をベースに、３名
のパネリストを講師に３分科会が
開催された。
それぞれのテーマに沿って各参

加者から、神事の体験ツアーなど
遷宮行事の観光誘客への活用、伊
勢神宮を中心とする街並みの保護
など実態を踏まえた活発な意見が

■伊勢観光交流促進ワークショップ
～観光とまちづくり～

開会式　本田理事長挨拶

東京大学　西村幸夫教授



出され、予定された時間間際ま
で熱心に議論が行われた。

◆分科会A
講　師：地域振興プロデューサー

橋川史宏氏
テーマ：「遷宮の仕組みを生かす

集客交流まちづくり」
◆分科会B
講　師：社団法人伊勢市観光協会

青年部
副部長　山中一孝氏

テーマ：「遷宮に見る暮らしとも
のづくりを生かしたまち
づくり」

◆分科会C
講　師：株式会社御木本真珠島

取締役　真珠博物館館長
松月清郎氏

テーマ：「遷宮の世界にあるもの
の観光的視点とグローバ
ルなまちづくり」

★報告およびまとめ
分科会終了後、再び参加者全

員が集合しコーディネーターの
高橋徹氏の進行で「報告および
まとめ」が行われた。
まず、各講師よりA,B,C各分科会
での報告があり、最後に高橋徹
氏より分科会を含めたワークシ
ョプ全体のまとめとして、「遷宮
の仕組みとは20年毎に、『心と形
を伝える』ということで、社殿
と御神宝など総てを新しく造り
かえる方法で世代を超えて技術

と日本人の精神を伝
承している仕組みで
あり、まちづくりの
思想としても大切な
視点である。また伊
勢のまちづくりとい
う点では伊勢外宮前
山田地区の活性化の
ためには空洞化して
いる中心市街地を含
め、抜本的な外宮前
の景観整備が必要である」と指
摘された。また同氏より「今回
の遷宮に合わせて神宮が外宮の
参拝者増加を主目的に『遷宮資
料館（仮称）』を外宮に建設する
計画が発表され、これに連携し

て外宮前山田地区を民の側でも、
伊勢のもてなしの空間にふさわ
しい景観に整備して行こうとい
う動きがある」ことが最後に紹
介された。

今回のワークショップでは地
元参加者を中心に、今後の伊勢
のまちづくりに向けて意見・提
言が積極的になされていたのが
印象的だった。伊勢における観
光交流・観光まちづくりの足が
かりを作るという役割が果たせ
たのであれば当財団としても幸
甚である。

TOURISM 21 7

APTEC ニュースレター
2007秋の号 Vol.29

名　称：伊勢観光交流促進ワークショップ

テーマ：～観光とまちづくり～　伊勢式年遷宮を生かしたまちづくり

日　時：平成19年10月22日（月） 13：00～17：40

会　場：「賓日館」（三重県伊勢市二見町）

主　催：財団法人アジア太平洋観光交流センター、伊勢市

後　援：国土交通省中部運輸局、世界観光機関（UNWTO）アジア太平洋センター、

関西広域機構、三重県、伊勢商工会議所、社団法人伊勢市観光協会

参加者数：約80名

実施概要

高橋　徹氏 橋川史宏氏

山中一孝氏 松月清郎氏

分科会
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当財団が支援している世界観
光機関（UNWTO）と韓国釜山市
などが主催した大都市観光釜山
会議が2007年９月11日（火）釜
山市で開催された。開会式には
地元韓国のツーリズム関係者な
ど約250名が参加した。次回の大
都市観光会議は我が国神戸市で
の開催が予定されていることか
ら、同市とともに当財団も本釜
山会議に出席した。

会議の冒頭、UNWTOフランジ
アリ事務局長が開会挨拶を行っ
た。この中で韓国はUNWTO執行
委員会メンバーであり、UNWTO
が掲げるST－EPの推進体でもあ
ることを紹介するとともに、同
国のUNWTO諸活動への参加に敬
意を表した。またアジア地域の
ツーリズムの伸張と、アジアに
おける様々なツーリズム形態の
中でメトロポリタンツーリズム
の重要性が増大していることを
指摘した。さらに、大都市をツ
ーリストが訪ねる目的が多様化
しており、この多様化が引き起
こす様々な問題について本会議
で活発な議論が行われることへ
の期待が表明された。
続いて釜山開発公社キム・ヨ

ンサム総裁、韓国文化観光研究
院ソン・ジャエホ総裁、韓国文
化観光省パク・ヨンヲ副大臣、
フル・ナムシク釜山市長各氏か
らの歓迎挨拶がなされた。

開会挨拶に引き続き、講演が
開始された。第一セッション
【アジアにおけるメトロポリタン
ツーリズムと都市開発について】
は、UNWTOアジア太平洋代表部
スジン代表が司会を務め、「アジ

アにおけるメトロポリタンツ
ーリズム～責任あるツーリズ
ムを遂行するための挑戦と戦
略」と題してUNWTOコンサル
タント、ハワイ大学マノア校
学部長　ウオルター・ジャミ
ーソン教授が講演を行なった。

第二セッション【メトロポ
リタンツーリズム～ユニークな
商品とデスティネーションブラ
ンドの開発】では、アリラン・
グローバルTVネットワーク　ジ
ン・ホンソク氏の司会で以下の
３講演がなされた。
蘆「コンベンション産業による
メトロポリタンツーリズムの
活性化戦略」；ドンア大学
リム・サンタエク教授
蘆「MICE効果を最大化するため
のケーススタディ～シンガポ
ールの事例」；コンベンショ
ン・エグジビジョン　マネー
ジメントサービス
エドワード・リュー取締役
蘆「海洋観光資源によるツーリ
ズム商品開発プラン～釜山の
事例」；ブ・キョン大学
ヤン・ウイジュ教授

昼食後、第二セッションが続
行された。司会はアジア太平洋
都市ツーリズム・プロモーショ
ン機構（TPO）ジョー・フア
ン・ミュン事務局長が行い、以
下の３講演がなされた。
蘆「釜山・映画ビジュアルアー
ト産業開発戦略」；釜山開発
公社
オー・ジャエフアン調査員
蘆「映画祭：ツーリズムの将来
のための成功例とイニシアチ
ブ」；ニューヨーク市立大学

ハンターカレッジ教授、ニュ
ーヨーク国際映画祭出版物メ
ディア調査員・顧問
蘆「メトロポリタンツーリズム
発展のための香港の成功事例
について」；香港政治工科大
学ホテル・ツーリズム経営学
校名誉教授、香港観光協会
（HKTA）前エグゼクティブデ
ィレクター
アミー・チャン女史

第三セッション【都市環境改善
のためのツーリズムの活用】の司
会はUNWTOコンサルタント、ハ
ワイ大学マノア校学部長　ウオル
ター・ジャミーソン教授が務め、
以下の３講演がなされた。
蘆「アジアにおける生活の質と
都市環境改善のためのメトロ
ポリタンツーリズムをいかに
使用するか」；ハワイ大学マ
ノア校観光経営学
スンヤン・パク准教授
蘆「海洋観光開発」；韓国海洋
研究所
キム・スンギ部長
蘆「釜山メトロポリタン市の文
化産業開発プロモーションと
競争力向上のための手段」
ハラー大学メディア学部
グ・ムンモ教授

以上の各セッション講演終了

■世界観光機関（UNWTO）「大都市観光釜山会議」に出席

会議風景
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後に、パネルディスカッション
が行われた。
アジア全体の事例、韓国・釜

山の事例をとりまぜ、様々な角
度からメトロポリタンツーリズ
ムに関する議論が活発におこな
われ、また聴衆との質疑応答も
なされた。

閉会式では、神戸市から出席し
た国際文化観光局　井上文化観光
部長が、会議参加者に対し、2008

年UNWTOアジア太平洋地域委員
会と併催される予定のメトロポリ
タン神戸国際会議への参加要請メ
ッセージを力強く読み上げた。

この後、ウオルター・ジャミ
ーソン氏による総括があり、同
氏はアイディア、挑戦、パート
ナーシップの重要性の指摘、施
策の成功・失敗の客観的な判定
基準の策定、ビジョン・戦略的
方向の一貫性、ソフトウエアの
重要性、より大きな視点から政
策と計画の統合性の必要を指摘
した。
さらに、韓国文化観光研究院

ソン・ジャエホ総裁、UNWTOア
ジア太平洋代表部スジン代表、
釜山開発公社キム・ヨンサム総
裁の各氏による閉会挨拶が続き
無事閉会となった。

様々な講演の中で、とりわけ
香港観光協会（HKTA）前エグゼ
クティブディレクター　アミ
ー・チャン女史の講演、パネル
ディスカッションでの発言は、
英国から中国に返還された香港
を観光都市として再生させ、発
展させた実績を背景に、明快に
大都市観光の問題点、論点を明
確に指摘し、その施策指針も示
していた点で秀逸であり、強い
印象を残した。
最後に、開催国韓国ならでは

の会議参加者へのあたたかいも
てなし、気配りに感謝したい。

■世界観光機関（UNWTO）フランジアリ事務局長と
同アジア太平洋地域代表部　スジン代表の来日及び
講演について

◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆

当財団が支援する世界観光機関
（UNWTO）のフランジアリ事務
局長とスジン同アジア太平洋地域
代表は、本年９月中旬、「JATA国
際観光会議2007」並びに「第９回
世界華商大会内プログラム　イン
ベスト・ジャパン／ビジット・ジ
ャパン共同シンポジウム」に各々
招聘され、両氏の来日が実現した。
本年９月13日、（社）日本旅行

業協会（ J A T A）が主催する
「JATA国際観光会議2007」（於東
京ビッグサイト）において、フラ
ンジアリ事務局長は「世界、アジ
ア、日本のツーリズムマーケット
の将来予測」をテーマに基調講演
を行った。事務局長はこの講演の
中で、アジア太平洋地域はインバ
ウンドツーリズムのみならず、ア
ウトバウンドツーリズムの可能性
も高いと述べた。また日本につい

ては成熟した送り手とし
て、また質の高い渡航先と
して今後も期待できると指
摘した。この講演は好評を
博し、JATAとUNWTOの
今後の結びつきを強めると
ともに、日本における
UNWTOの一層のプレゼン
ス向上に貢献した。
また、本年９月15日に神

戸市で開催された「第９回世界華
商大会」の中で催された「インベ
スト・ジャパン／ビジット・ジャ
パン共同シンポジウム」において、
スジン地域代表は、アジア太平洋
地域の観光動向をテーマに、世界
各地で活躍している華僑の参加者
を対象に基調講演を行なった。こ
の講演の中でスジン地域代表は、
高率で伸びている世界の観光の現
状、アジア太平洋地域のトレンド、

中国市場の拡大、日本の観光イン
フラ整備の必要性などに触れた。
本講演も事務局長講演と同様に参
加者から好評を得た。
当財団は、このようにUNWTO

本部の知見も借りつつ、日本とア
ジア太平洋諸国とのインバウン
ド・アウトバウンド双方のツーウ
ェイ・ツーリズムに力を注いでい
きたいと考えている。

JATA世界旅行博開会式
（右から3人目がフランジアリ事務局長）
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世界観光の最近の動向と挑戦
2006年の世界の国際旅行者到着数

は８億4200万人に達しました。ここ
３年間で20％以上の伸び率で、１億
5000万人増加しました。これは米州
地域の１年間の到着数を超える数字
です。2006年は世界の全地域で増加
しましたが、中でもアジア・太平洋
地域の到着数は7.8％の増加で目覚
しい成長を遂げました。中国は遅く
とも2008年には米国を抜いて世界第
３位となるでしょう。2006年の世界
の観光支出は2005年比4 .5％増の
7350億ドルで、その中でアジア・太
平洋地域は米州地区と肩を並べまし
た。2007年も予想を上回るペースで
伸びています。１月から４月までの
国際旅行者到着数は2005年同期に比
べ６％以上、1500万人上回っていま
す。世界経済も国際通貨基金（IMF）
の予測では2005年、2006年は約５％
の成長を続けており、2007年、2008

年もそれぞれ7.6％、８％の成長を
見込んでいます。最近の金融市場に
起きた混乱もさしあたり実経済に深
刻な影響を生じておらず、米国経済
の停滞、下降傾向も緩やかなもので、
他地域の経済に波及しないだろうと
思われます。グローバルな経済社会
と同様に観光分野もまた危機への抵
抗力が増し、回復も早くなってきた
といえます。

アジア太平洋地域のインバウンドツ
ーリズム

2006年のアジア・太平洋地域の国
際旅行者到着数は１億6700万人でし
たが、この数字はヨーロッパにつぐ
２番目のもので、世界の20％を占め
ています。アジアは2000年以来、世
界平均の２倍の年７％で成長してい
ます。アジア・太平洋地域は2007年
の１月～４月も９％増の力強い成長
を記録しました。
アジア地域では、タイ、シンガポ

ール、マレーシアなどの伝統的な観
光目的地が多様化する旅行客のニー
ズを満たすような旅行商品を強化す

る努力を続けていますし、他方、中
国、韓国そして日本等の北東アジア
諸国が新しい観光開発を推進してい
ます。

新興国市場のアウトバウンドツーリ
ズム
次のポイントとして新興国市場に

焦点をあてて、アウトバウンドにお
ける最近の展開について述べたいと
思います。世界のアウトバンド送り
手の上位５カ国、即ちドイツ、米国、
英国、フランス、日本は近年変わっ
ていません。この５カ国で世界の観
光支出の40％を占めています。その
後ろの順位では、2006年に中国がイ
タリアに替わって６位になるなど興
味深い動きがありました。世界経済
において新興国が著しい成長を見せ
ているのと同様の傾向が国際観光に
も見られます。2006年の国際観光に
おける支出は中国で12％、インドで
28％、ブラジルで22％伸びました。
一方ロシアでは２桁成長がつづいた
３年間に続いて、2006年は６％伸び
ています。急速な経済成長はアウト
バウンドの供給源となるより豊かな
中産階級の人口を生み出していま
す。

2020年の世界のアウトバウンド
トップランキング
UNWTOでは中国が2020年までに

１億人が旅行する世界第４位の国に
なると予想していますが、中国から
既に3400万人が海外旅行しているこ
とを考えれば、予想より早く１億人
という目標に到達する可能性が高そ
うです。日本においては1960年代、
70年代を通して工業製品輸出を追い
かけるように海外への旅行客が増加
してきました。中国も日本と同じパ
ターンになる可能性が強いといえま
すが、中国社会が国際旅行に開かれ
続ければ、より多数の海外旅行客が
動くことになるでしょう。
新興国市場に言及するならば、イ

ンドをとりあげなければなりませ

ん。10年間でアウトバウンドが300

万人から700万人に増加し、国際観
光支出も2000年から２倍以上になっ
ています。インドは購買力平価を考
えた時、世界で米国、中国、日本に
続く４番目のGDPの国であること
を思い起こしてください。インドか
らのアウトバウンドの過半数はヨー
ロッパのように距離の長いアジア以
外の目的地に向かっています。家族
旅行が特徴でショッピングが主な目
的になっていますが、他国の旅行者
と比べるとまだ価格に敏感なようで
す。もう一方の短距離、域内旅行へ
のインドマーケットの傾向は格安航
空（LCC）の著しい発達によるもの
です。UNWTOの最近の調査によれ
ば、インドは2010年までにマーケッ
トへの浸透率で約80％に達する世界
で最大のLCCマーケットになると予
想されています。

アジア太平洋地域のアウトバウンド
ツーリズム
さて、長い間アジア・太平洋地域

はインバウンド観光地として捉えら
れてきましたが、実はヨーロッパ、
アメリカ地域以上にアウトバウンド
の潜在力があると分析されていま
す。
アジア・太平洋地域のアウトバウ

ンドは、2005年には１億5500万人で
過去10年間年平均６％で増加してき
ています。中東地域が９％と、この
伸び率を上回っていますが、ベース
は2300万人とかなり小さなものでし
た。
地域における経済成長は人口や社

会の変化を伴いながら、その地域で

■JATA国際観光会議2007（2007年9月13日 東京ビッグサイト国際会議場）
世界観光機関（UNWTO）フランジアリ事務局長　講演概要
「世界、アジア、日本のツーリズムマーケットの将来予測」

フランジアリ事務局長
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のアウトバウンドマーケットの発展
に大きな影響を与えます。これは国
際旅行にとっての可処分所得の増加
を導きました。余暇時間があり、社
会行動パターンを変えた高齢者層は
アジアのアウトバウンドマーケット
の迅速な発展に寄与しています。ア
ウトバウンド観光の新しい力として
２つの連続した波が米国とヨーロッ
パに続いて、アジア・太平洋地域に
押し寄せてきています。
最初の波はホワイトカラー管理職

と働いている女性で、彼らは中流、
あるいは高額所得者寄りの中流層に
属しています。第２の波は今まさに
マーケットに押し寄せているもの
で、定年を向え、子供を育て上げ、
家のローンも支払い終えたベビーブ
ーマー（団塊）世代の人々です。こ
れらの層、世代の人々は健康であり、
また自主購買力をもっています。こ
のような層、世代の出現は歴史上、
極めてユニークな現象であるといえ
ます。
東アジアはアウトバウンドが最も

成長する地域と期待されています。
UNWTOの2020年予測では2000年の
人口100名あたり５名（延べ）であ
った国際旅行到着数が2020年には17

名になると予想されています。
中国は既にアジアで国際観光支出

の面で日本（269億ドル）に次ぐ第
２位のマーケット（240億ドル）に
なっています。韓国、オーストラリ
ア、シンガポールと台湾も地域内、
世界両方へ向けての重要な送り手マ
ーケットになっています。アジア・
太平洋地域の非常に興味深い点はア
ウトバウンドの78％が域内を旅行し
ているということです。

日本のアウトバウンド市場―比較分析
日本はアジア観光のみならず世界

観光にとって非常に貢献している成
熟した伝統あるアウトバウンドマー
ケットです。海外旅行者数の国別ラ
ンクでは低いものの国際観光支出の
ランクではドイツ、アメリカ、英国、
フランスに次ぎ第５位を占めてお
り、2006年には270億ドルに近い額
を消費しています。
日本のアウトバウンド観光は２つ

の期間に分けることができます。ひ

とつは海外への旅行者が最大、年間
1780万人に達した1990年から2000年
までの時期で、もうひとつは2000年
から現在までです。

1990年代を通して日本のアウトバ
ウンド人数は年平均５％の割合で増
え続け、90年代末の減少傾向と、97

年～98年のアジア金融危機にもかか
わらず、1990年の1000万人から2000

年には1800万人近くまで増加しまし
た。
アウトバウンドの停滞傾向は経済

の停滞だけが原因ではなく、為替レ
ートや文化社会面等の他の要因にも
よるものと思われます。日本の場合、
ひとつの例として長距離旅行の安全
面に対する懸念などがあげられま
す。それでも日本はアウトバウンド
については成熟したマーケットなの
です。
日本は観光において高支出、質の

高い成熟した、また安定したマーケ
ットであり2005年の１旅行あたりの
消費額は1500ドルを越えています。
また2006年の日本の一人当たり総所
得は34,188ドルでアジアで一位だっ
たことを見逃すわけにはいきませ
ん。この事実だけでも、海外旅行の
ための可処分所得の裏づけとなりま
す。日本は世界でも最も高齢社会の
ひとつになっていきますが、これは
これからの数十年はアウトバウンド
にとっては非常に期待が持てるとい
うことを意味します。
日本のアウトバウンドはいくつか

の重要なチャレンジに面していま
す。そのひとつは長距離旅行の回復
です。米国への旅行は2000年をピー
クとしてまだ回復していません。
同じことがヨーロッパへの旅行に

ついてもいえます。フランス、ドイ
ツ、イタリアなどへの日本人の旅行
はかなり減少しています。これとは
対象的に近距離旅行、アジア･太平
洋地域旅行は順調に見えます。この
傾向は海外旅行者像の変化に関係し
ているのかもしれません。アウトバ
ウンド志向の強かった20歳代の世代
では、その人口比率が減少して、マ
ーケットにおいて従来とは異なる選
好、旅行行動がみられるようです。
これはタイや中国等の短距離デステ
ィネーションにおけるリゾート開発

の増加に関係しているのかもしれま
せん。世界の他地域と同様に、情報
技術が日本人観光客の旅行行動を形
づくりつつあるのです。日本におけ
るアウトバウンド観光の仲介もまた
インターネットの出現によって変化
してきています。日本では1000を越
える旅行社が海外旅行とグループ旅
行をマーケットに供給しています
が、これらの旅行社は増加するイン
ターネット予約のインパクトと旅行
者の新しい思考方法を感じていま
す。ツアーオペレーターが顧客をす
べてコントロールする時代は過ぎ去
りました。今日、若年観光客は彼ら
の両親の予約行動をもはやなぞりま
せん。変化したマーケットの要求に
見合う取引形態が必要になっている
ということです。この変化はスペシ
ャル商品や付加価値をともなうニッ
チ（隙間）マーケットの発展を導く
に違いありません。

航空輸送
21世紀に入って旅行産業における
最初の重要な変化は、格安航空
（LCC）の到来です。LCCの波は
ASEAN諸国のようにオセアニアや
南アジアに押し寄せています。しか
し、北東アジアなどにはまだ普及し
ていません。航空運送については更
なる規制緩和が必要です。そうしな
ければ、日本のアウトバウンド、イ
ンバウンド双方の更なる観光の発展
潜在力を制限することになるでしょ
う。

日本についての結論
日本は車やエレクトロニクス産業

の国として知られていましたが、政
策を調整し、観光立国を宣言しまし
た。これは日本にとって、アジア、
世界にとって素晴らしいアナウンス
でした。
日本はインバウンド、アウトバウ

ンド双方を含む旅行の健全な発展を
リードする新たな制度的枠組みの中
で、私は日本が成熟した送り手とし
て、また質の高い目的地として世界
観光の地図上に確固とした地位を築
くことを確信しています。アジア観
光、日本観光の成功を祈念いたしま
す。 （以上）
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世界観光の現状とアジア太平洋観光
の業績
旅行と観光は、世界で最大かつ最

も急成長している産業です。世界で
数々のマイナス要因（戦争やテロ、
自然災害など）が発生したにもかか
わらず、国際観光客到着数は、1990

年から2006年の間に年平均4.1％の
成長を遂げてきており、2005年には
インド洋で大津波による被害が影を
落としたにもかかわらず８億600万
人を記録し、初めて８億人の大台を
突破しました。2006年には、さらに
3600万人増の８億4200万人を記録、
ヨーロッパ47％増（1700万人増）、
アジア太平洋33％増（1200万人増）、
アメリカ８％増（300万人増）、アフ
リカ８％増（300万人増）、中東
1.5％増（150万人増）という実績を
残しました。
国際観光収入については、2006年

に全世界で7350億USドルを記録し
ました。アジア太平洋地域の国際観
光収入は、この年初めてアメリカ地
域と同レベルとなり、ヨーロッパ地
域に次ぐ地位を獲得しました。2006

年に中国は、国際観光収入の世界ト
ップランキングのなかでイギリスを
追い越し、アメリカ合衆国、スペイ
ン、フランス、イタリアに続いて５
位となりました。

2007年の世界観光は予測よりもか
なり早いペースで成長を遂げてお
り、第１四半期の国際観光客到着数
は、全世界で６％以上もの成長を遂
げています。そのなかで、アジア太
平洋地域への到着数は、2005年には
7.4％増の１億5600万人を記録し、
2006年はさらに成長して全世界の成
長率4.5％に対し7.6％増を記録しま
した。同地域は、国際観光収入・観
光客到着者数ともに世界の全市場に
おいて約20％を占めており、ヨーロ
ッパ地域の次に観光客を多く受け入
れている地域となりました。同地域
の2006年の成長を小地域ごとに詳し
く見てみると、国際観光客到着数に

おいて特筆すべきは２桁成長のイン
ドの好実績のおかげで南アジアが最
大の伸び率（10.1％）を達成し、次
いで東南アジアが9.0％増、北東ア
ジアが7.4％増を記録したことです。
ただ、オセアニアのみ0.3％増とわ
ずかな成長に終わりました。

2005年におけるアジア太平洋地域
の国際観光収入は1530億USドル以
上を記録（国際観光総収入の21％に
あたる）、観光客１人あたりからの
収 入 に お い て は オ セ ア ニ ア
（2540USドル＝世界平均額の約３
倍）が同地域内における最高額、次
いで南アジア（1225USドル）とな
っています。つまり、中・長距離旅
行、長期滞在により観光支出額が大
きくなっていることが伺えます。
これまでを振り返り、現在ほど

観光が社会・経済において重要で
あると認識されたことはありませ
んでした。日本においては、現在
のところ観光旅行目的地の上位国
ではありませんが、同国内では国
を挙げて「観光を基礎にした国づ
くり」を実現すべく、その一環とし
て「YOKOSO！JAPAN」キャンペ
ーンが繰り広げられています。この
観光政策により、これまでの日本政
府の観光促進への予算が10倍にまで
なったとの声も聞かれています。
隣国である韓国は、観光を国の国

際化を推進させるプログラムとして
おり、観光によるさらなる「観光・
レジャー都市」開発を開始しようと
しています。これは、都市エリアと
住居エリアの開発を民間企業の主導
で行おうとするものです。
インドにおいては、もともと同国

は文化・歴史的遺産を豊富に有して
おり、昨年の成長率は13％増でした。
これは、航空業界の規制緩和および
インフラに対する投資、宿泊施設な
どの大規模な開発への政策見直しな
ど、政府による政策の変化によるも
のと思われます。
アジア地域の各国は社会・経済の

安定と各国間の相互理解を促進させ
るため、観光推進のための開発を基
本とした戦略を立てており、モルジ
ブでは開発が遅れていた1970年代に
比べると現在では観光開発により南
アジア地域においてトップレベルで
経済的に豊かになっています。
ブータンは、国の経済状況を

GDPではなくGNH（国民総幸福度）
で計り、タイは観光を国家発展の中
心的課題としています。カンボジア
は特にアンコールワットを軸に、観
光により、国が抱える戦争のダメー
ジを修復し、未来に向けて前進して
いるところです。

格安運賃航空会社（ローコストキャ
リア：LCC）の波
格安運賃航空会社（LCC）が急成

長してきており、アジア太平洋地域
に劇的な変化が起こっています。
LCCの影響で価格的にも旅行しやす
い地域で急速に旅行の大衆化が進
み、その結果、宿泊施設、空港の新
設、その他にも中流所得層の旅行者
に対する設備の整備をはじめ、さら
に、これまで旅行者があまりいなか
った地域にも脚光が当たるようにな
り、この新しい傾向は何十年も前に
ジャンボジェットが主流となった時
代と同じくらいの大きな変革であり
ます。世界観光機関と香港工科大学
との共同調査結果によると、アジア
太平洋地域の西・北方向にLCCがま
すます普及していっています。1990

年代にオセアニア、2000年には東南
アジアに、さらに南アジアへ広がり、
2004年以降はインドで拡大を続けて
います。予測では、2010年までにイ
ンドがLCCの世界で最大の市場とな
り、全世界のシェア70％を占めるこ
とになるだろうとされています。さ
らに今後は、その波は北東アジアに
進み、特に日本・中国・韓国におけ
る国内の航空路線に新規参入すると
思われます。さらに香港とマカオの
LCCは、長距離路線へ参入してくる

■第9回世界華商大会内プログラム（2007年9月15日：神戸国際会議場）
インベスト・ジャパン／ビジット・ジャパン共同シンポジウム
世界観光機関（UNWTO）アジア太平洋地域代表部 スジン代表 講演概要



TOURISM 21 13

APTEC ニュースレター
2007秋の号 Vol.29

と思われます。

アジア諸国のデスティネーションブ
ランドの卓越
アジア諸国は観光客に対して各国

独自の伝統的美のアピールを続けて
きました。デスティネーションをう
まくブランド化し、発展してきてい
ます。タイで繰り広げられている
「アメージング・タイランド」のキ
ャンペーンは、先駆け的な成功例で
あり、質の高いサービス、南国のイ
メージ、また独特のタイスマイルで、
欧米諸国の観光客を大いに魅了して
いるところです。「マレーシア・ト
ゥルーリー・アジア」のマレーシア
は、マレー・中国・インドの３つの
異なる文化により、先に成功したタ
イとイメージが重ならないよう工夫
しています。インドの「インクレデ
ィブル・インディア！」のキャンペ
ーンは、観光により心と身体を一つ
にというメッセージで大きなインパ
クトがあります。

アジア観光の多様化
アジア観光は、観光中心のものか

ら長期滞在型のレジャーを基本とし
たものに変革が進んでいます。いろ
いろなアトラクションを基本とした
観光の人気が高まってきており、そ
れに伴い滞在期間が延びて観光支出
も増えてきています。この昨今の傾
向に対応するために海沿いや山手に
大きなリゾートが数多く設立されて
きています。昨今の韓流ドラマや映

画の流行で、韓国への旅
行が人気を博していま
す。ドラマ「冬のソナタ」
「チャングムの誓い」な
どがよい例です。もうひ
とつ特筆すべきニッチ市
場は健康・医療関係の観
光です。そのなかでもス
パは旅行雑誌でも最も特
集が組まれる分野で、26

～35歳の可処分所得の多
い働く女性の間では、シ
ンガポールや韓国で旅行
のついでに美容整形を受
けることもあります。

ビザの規制緩和
昨今、ASEANの加盟諸国がビザ

不要ゾーンを加盟国の国民を対象に
取り入れたのに伴い、東南アジアの
入国規制が緩やかになり、東南アジ
ア以外の諸外国からの観光客増加が
見られています。実例としては、中
国人への入国ビザをフィリピンが緩
和、日本人と韓国人に対してベトナ
ムが観光ビザを免除、日本では韓
国・中国からの修学旅行の学生に対
しビザ取得を免除、モルジブでは30

日間までの滞在であれば全ての外国
人をビザ不要としている、などが挙
げられます。

中国観光の急成長
昨今の中国における国際観光客到

着数の増大は突出しています。1990

年に同国を訪れる外国人旅行者は
1050万人だったのが、2006年にはそ
の４倍以上の4900万人に増大してい
ます。また、旅行者数の増加に伴い、
観光収入も2006年には340億USドル
を記録しました。同国は、アウトバ
ウンドにおいては出遅れていました
が、2006年に3400万人もの中国人が
海外旅行をしており、現在では世界
第６位の主要送客市場となっていま
す。また、国際観光支出も2005年に
は218億USドルを記録し、前年の
191億USドルからさらに増大してい
ます。人口13億人の巨大市場で、海
外旅行をしているのはその19％の２
億5000万人にのぼりますが、2010年
までにさらに倍増すると予測されて

おり、急成長を遂げる中国のアウト
バウンドを取り込もうと世界の観光
目的地各国が躍起になって「観光目
的指定国（ADS）」協定を締結して
きています。
この急成長を遂げている中国で、

現在２つのプロジェクト、観光優秀
都市の選抜プログラムおよび
「100/1000/10000」農村観光プロジ
ェクトが進行中であり、前者では杭
州と成都および大連が選出されまし
た。このプロジェクトは、中国の
様々な都市における観光の今後の発
展を押し上げていくでありましょ
う。後者では、貧困軽減、女性の権
利獲得を重視する国連のミレニアム
開発目標の達成に力を入れている世
界観光機関（UNWTO）のST-EPイ
ニシアチブに対して実質的に成果を
出すと思われます。

日本のアウトバウンドとインバウン
ドの現状
日本は、アジア地域を代表する送

客国であり、これまでも同地域のみ
ならず全世界の観光に貢献してきま
した。日本人の年間海外旅行者数は
1700～1800万人もおり、国際観光支
出は世界第５位とトップクラスであ
ります。しかしながら、同国も諸外
国と同様に、インターネット拡大に
伴うネット予約急増への対応、昨今
の多様化する需要に対する新商品の
開発など、解決すべき多くの課題が
あります。
格安運賃航空会社（LCC）の波に

ついても、日本を含む北東アジアで
は浸透しているとは言えません。ア
ウトバウンド、インバウンドの両面
において、LCCの問題は日本の観光
産業界の拡大の可能性に限界を生じ
させてしまうかもしれません。
日本は、歴史上でこれまでになく

社会経済におけるインバウンド観光
の重要性を高く評価しています。イ
ンバウンドの促進には、昨今の観光
客が常に新しい観光地や新しく開発
された観光地を求めていることか
ら、宿泊施設、交通、レジャー施設
など海外旅行者が満足できるインフ
ラ整備のための観光投資が必要で
す。 （以上）

スジン代表
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UNWTOニュース
■2006年、世界観光は予想を越え、前年比5.4％増の8億4千6百万人の国際観光客到着数
を記録した。2006年の特筆すべき点は、新興目的地国の継続した健全な実績である。
アジア太平洋地域は前年比８％増と、

活況な成長率を引き続き維持した。こ
れは、少なからずタイとモルジブの
2004年12月に発生した大津波による被
災からの完全な回復、および同地域の
他の新興目的地国による優れた実績の
おかげである。

国際観光収入においては、全世界で
2006年に7330億USドルを記録した。ア
ジア太平洋地域は前年から180億USド
ル増え、2006年は1530億USドルを記録
した。2002年に同地域は国際観光客到
着数においてアメリカ地域を越え、ヨ
ーロッパ地域に次いで到着者数で世界
２位の地位を得ている。アジア太平洋

地域は、アメリカ地域が成し得たより
も早いペースで成長している傾向にあ
り、国際観光客到着者数と国際観光収
入の両面において、アジア太平洋地域
はアメリカ地域（2006年に1540億USド
ル）を来年（もしくは数年中）には追
い越すだろう。

さらに詳しい情報は、世界観光機関（UNWTO）本部発行の“UNWTO Tourism Highlights, Edition 2007”（英語）：
http://unwto.org/facts/eng/highlights.htm をご参照ください（PDFファイル無料ダウンロード可能です）。このUNWTO
Tourism Highlightsと、１月頃発行のUNWTO World Tourism Barometer掲載の最新情報等を日本語訳・編集した「2006
年国際観光概観」は、当センターより来年３月末に発行予定です。

2006年国際観光支出　世界上位10カ国ランキング 単位：10億USドル

中国が継続的に順位を上げてきており、イタリアを押しのけて６位となっている。また、韓国がオランダを抜いて10位にラ
ンクインした。これは韓国の国際観光支出が前年比18％増を記録したことによる。世界上位送客国のこれら10カ国で、全世界
の国際観光総支出の半分以上を占めている。

2006年国際観光収入　世界上位10カ国ランキング 単位：10億USドル

国際観光収入の上位10カ国で、昨年の国際観光総収入（7330億USドル）の半分を占めているが、この10カ国における国際観
光客到着者数の合計は全世界総数の半分にはわずかに及ばず、そのシェアは47％である。

2006年国際観光客到着者数　世界上位10カ国ランキング 単位：100万人

出典：世界観光機関（UNWTO） （UNWTO本部が2007年に集計したデータ）
シリーズ　TF：国境での国際観光客到着数（日帰り旅行客を除く）

TCE：集合的観光施設での国際観光客到着数

出典：世界観光機関（UNWTO） （UNWTO本部が2007年に集計したデータ）

出典：世界観光機関（UNWTO） （UNWTO本部が2007年に集計したデータ）

順位 国名 シリーズ 2005年 2006年* 伸び率（％）06*/05 順位 国名 シリーズ 2005年 2006年* 伸び率（％）06*/05

1 フランス TF 75.9 79.1 4.2 6 イギリス TF 28.0 30.7 9.3

2 スペイン TF 55.9 58.5 4.5 7 ドイツ TCE 21.5 23.6 9.6

3 アメリカ合衆国 TF 49.2 51.1 3.8 8 メキシコ TF 21.9 21.4 －2.6

4 中国 TF 46.8 49.6 6.0 9 オーストリア TCE 20.0 20.3 1.5

5 イタリア TF 36.5 41.1 12.4 10 ロシア TF 19.9 20.2 1.3

順位 国名 2005年 2006年* 伸び率（％）06*/05 順位 国名 2005年 2006年* 伸び率（％）06*/05

1 アメリカ合衆国 81.8 85.7 4.8 6 イギリス 30.7 33.7 9.8

2 スペイン 48.0 51.1 6.6 7 ドイツ 29.2 32.8 12.3

3 フランス 42.3 42.9 1.5 8 オーストラリア 16.9 17.8 5.8

4 イタリア 35.4 38.1 7.7 9 トルコ 18.2 16.9 －7.2

5 中国 29.3 33.9 15.9 10 オーストリア 16.0 16.7 4.0

順位 国名 2005年 2006年* 2006年*シェア（％） 順位 国名 2005年 2006年* 2006年*シェア（％）

1 ドイツ 74.4 74.8 10.2 6 中国 21.8 24.3 3.3

2 アメリカ合衆国 69.0 72.0 9.8 7 イタリア 22.4 23.1 3.2

3 イギリス 59.6 63.1 8.6 8 カナダ 18.2 20.5 2.8

4 フランス 31.2 32.2 4.4 9 ロシア 17.8 18.8 2.6

5 日本 27.3 26.9 3.7 10 韓国 15.4 18.2 2.5
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石川県

㈱インターグループ

㈱エアコム

エアーニッポン㈱

大阪ガス㈱

譛大阪観光コンベンション協会

大阪国際空港ターミナル㈱

大阪市

大阪商工会議所

譛大阪21世紀協会

大阪府

大阪府都市開発㈱

㈱カタナヤ

金沢市

川西軽印刷㈱

関西空港交通㈱

関西国際空港㈱

関西電力㈱

北大阪急行電鉄㈱

京都市

京都府

近畿日本ツーリスト㈱

近畿日本鉄道㈱

京成電鉄㈱

京阪電気鉄道㈱

㈱合通

神戸市

㈱神戸ポートピアホテル

譛国際観光サービスセンター

譖国際観光日本レストラン協会

譖国際観光旅館連盟

堺市

嵯峨野観光鉄道㈱

サービス・ツーリズム産業労働組合連合会

三洋電機㈱

㈱ジェイコム

㈱ジェイティービー

JR西日本ホテルグループ

㈱ジェイアール西日本コミュニケーションズ

滋賀県

㈱ジャルパック

住友化学工業㈱

住友電気工業㈱

西武鉄道㈱

センコー㈱

譖全国旅行業協会

全日本空輸㈱

東海旅客鉄道㈱

東京地下鉄㈱

東武鉄道㈱

トップツアー㈱

譚トラベルジャーナル学園観光総合研究所

譛中内力コンベンション振興財団

名古屋鉄道㈱

奈良県

奈良市

成田国際空港㈱

南海電気鉄道㈱

西日本鉄道㈱

西日本旅客鉄道㈱

日本アジア航空㈱

譖日本海外ツアーオペレーター協会

譖日本観光旅館連盟

日本空港ビルデング㈱

㈱日本航空インターナショナル

日本コンベンションサービス㈱

譖日本ホテル協会

㈱日本旅行

譖日本旅行業協会

㈱農協観光

㈱パデコ

阪急電鉄㈱

阪神電気鉄道㈱

東日本旅客鉄道㈱

兵庫県

三重県

㈱りそな銀行

㈱ロイヤルホテル

和歌山県

2007年3月現在（50音順）

◆賛助会員名簿

大阪ターミナルビル㈱

京都駅ビル開発㈱

ジェイアール西日本商事㈱

㈱ジェイアール西日本テクノス

㈱ジェイアール西日本デイリーサービスネット

ジェイアール西日本不動産開発㈱

㈱ジェイアール西日本メンテック

大鉄工業㈱

天王寺ターミナルビル㈱

西日本電気システム㈱

◆寄付団体名簿



財団法人アジア太平洋観光交流センター
〒598-0048 大阪府泉佐野市りんくう往来北１番 りんくうゲートタワービル24階

TEL:072-460-1200／FAX:072-460-1204
http://www.aptec.or.jp E-mail:info@aptec.or.jp

交通アクセス

●電車……南海空港線、JR関西空港線　りんくうタウン駅下車

●車………大阪市内から　阪神高速湾岸線泉佐野南出口

………和歌山から　　関西空港自動車道泉佐野出口
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